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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第97期

第１四半期
連結累計期間

第98期
第１四半期
連結累計期間

第97期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 21,378 31,786 97,804

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △2,132 1,380 △5,509

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期(当期)
純損失（△）

(百万円) △1,998 3,333 △5,528

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △2,818 1,375 △3,791

純資産額 (百万円) 45,858 46,120 44,773

総資産額 (百万円) 136,967 132,097 132,320

１株当たり四半期純利益
又は四半期(当期)純損失（△）

(円) △129.91 216.66 △359.38

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 29.3 30.4 29.4

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．１株当たり四半期純利益又は四半期(当期)純損失（△）の算定については、「役員報酬BIP信託」(取締役に

対する業績連動型株式報酬制度)に残存する自社の株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株

式に含めております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更があっ

た事項は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、2020年３月期における海外子会社での固定資産の減損損失計上に加え、新型コロナウイルス感染拡大の影

響及び高炉改修費用による原材料コストの高騰などによる厳しい経営環境を受けて当期純損失が発生していたことに

より、前連結会計年度において当社を借入人とする財務制限条項付きのタームローン契約のうち、短期借入金50億円

が財務制限条項に抵触し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在していました。

当四半期連結会計期間の末日においても、引き続き財務制限条項に定められた2018年３月期の末日における連結の

貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以上に維持する規定に違反している状況にあります。一方で、当

連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染拡大の影響、原材料価格の高騰などのリスクは引き続きあるもの

の、需要回復や高炉改修に伴う一過性費用が解消するなど経営環境が回復してきております。また、北米拠点の集約、

国内における希望退職者の募集及び海外拠点における人員削減などのコスト構造改革の施策を実施した結果、当第１

四半期連結累計期間において営業利益が黒字となり、当連結会計年度の通期においても営業利益の黒字確保を見込ん

でおります。資金面では、金融機関からは2021年６月に期限の利益請求喪失事由の発生により貸付人が取得した契約

上の借入人としての当社に対する権利を放棄することについて了承を得ており、また、業績の回復に加えて政策保有

株式や遊休不動産の売却収入等もあり、財務制限条項が付された借入金を大きく上回る手元資金を確保しておりま

す。

よって、当第１四半期連結累計期間において、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況は

解消したと判断しております。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第１四半期連結累計期間における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態及び経営

成績の状況の概要は次のとおりであります。

なお、会計方針の変更として、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当

第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。このため、前年同期比較は基準の異なる算定方法に基づい

た数値を用いております。詳細につきましては、「第４ 経理の状況 １四半期連結財務諸表 注記事項 （会計方

針の変更）」をご確認ください。

　

（1）経営成績の状況の概要

当第１四半期連結累計期間（2021年４月～2021年６月）における当社グループを取りまく経営環境は、新型コロ

ナウイルス感染再拡大や半導体不足等の懸念があるものの、回復が進んでいます。建設機械業界において、昨年度

後半から急回復した需要は、引き続き好調を維持しています。また自動車業界において、大幅に減少した新車販売

は、半導体不足の影響があるものの、中国をはじめ北米や国内等で回復しています。

　このような状況下、当第１四半期連結累計期間の売上高は、新型コロナウイルスの影響を大きく受けた前年同期

からの反動増により、前年同期比104億８百万円（48.7％）増収の317億８千６百万円となりました。営業利益は、

売上げの回復及び生産数量増によるコスト低減に加え、前期に実施した固定費削減効果もあり、前年同期比29億４

千３百万円増益の15億９千６百万円（前年同期は営業損失13億４千６百万円）となりました。

また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、33億３千３百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損

失19億９千８百万円）となりました。
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　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

特殊鋼鋼材事業につきましては、新型コロナウイルスの影響からの回復に加え、昨年度後半からの建設機械及び

産業機械・工作機械メーカーの需要増もあり、売上高は、前年同期比68億１千９百万円（59.9％）増収の182億１千

４百万円となりました。営業利益は、国内外ともに原材料価格上昇の売価反映タイムラグによるマイナス要因があ

るものの、国内事業は、昨年の高炉改修に伴う一過性費用の解消に加え、売上数量増及びそれに伴う増量によるコ

スト改善効果もあり、大幅な増益となりました。インドネシア海外事業では、売上数量増と製造コスト及び固定費

削減により、増益となりました。特殊鋼鋼材事業全体としては、前年同期比18億７千６百万円増益の13億９千１百

万円（前年同期は営業損失４億８千４百万円）となりました。

ばね事業につきましては、自動車向けについて、足元では世界的な半導体不足による主要顧客の生産減の影響が

あるものの、新型コロナウイルスの影響からの回復により、需要は増加しました。また、建設機械向けについても、

需要増となったことにより、売上高は、前年同期比45億７百万円（71.3％）増収の108億２千７百万円となりまし

た。営業利益は、自動車及び建設機械向けの需要回復による売上数量増があったものの、半導体不足影響による減

産及び原材料価格の上昇と、北米における材料調達に関わる一時的な空輸コストの発生により、前年同期比８億３

千９百万円の損失改善に留まり、２億１千９百万円の損失（前年同期は営業損失10億５千９百万円）となりまし

た。

素形材事業につきましては、新型コロナウイルスの影響からの回復による需要増に加え、特殊合金粉末及び精密

鋳造品の新規受注品による売上増等により、売上高は、前年同期比４億７千２百万円（22.0％）増収の26億２千４

百万円となりました。営業利益は、売上数量増に加え、生産数量増加による操業改善により、前年同期比３億２千

６百万円増益の２億９千８百万円（前年同期は営業損失２千７百万円）となりました。

機器装置事業につきましては、受注から売上げを計上するまでの期間が比較的長いため、前第１四半期の売上げ

では新型コロナウイルスの影響は軽微となりました。しかしながら、当第１四半期は、昨年度の商談遅延の影響を

受けたことに加え、海洋機器関連製品等の売上減もあり、売上高は、前年同期比３億２千８百万円（14.3％）減収

の19億６千８百万円となりました。営業利益は、売上高の減少により、前年同期比９千５百万円（44.4％）減益の

１億１千８百万円となりました。

その他の事業につきましては、流通及びサービス業等でありますが、売上高は、前年同期比３億８千５百万円

（59.5％）増収の10億３千２百万円、営業利益は、前年同期比１千５百万円（88.1％）増益の３千３百万円となり

ました。

（2）財政状態

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ２億２千２百万円減少し、1,320億９千７百万

円となりました。これは売上増による債権増や生産増による棚卸資産が増加した一方で、政策保有株式売却により

投資有価証券が減少したことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の負債総額は、前連結会計年度末に比べて15億６千９百万円減少し、859億７千７百

万円となりました。これは仕入債務及び未払消費税等が減少したことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて13億４千６百万円増加し、461億２千万円と

なりました。これは主に売上増により増益となったことで利益剰余金が増加したことによるものであります。

（3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億７千７百万円であります。なお、当第１四半期連結累計期

間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（4）生産、受注及び販売の状況

当第１四半期連結累計期間における生産実績及び販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

① 生産実績

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

特殊鋼鋼材事業 14,525 48.4

ばね事業 7,986 58.6

素形材事業 2,728 74.6

機器装置事業 1,983 △ 15.8

合計 27,223 45.3

（注）金額は販売価格によっております。

② 販売実績

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

特殊鋼鋼材事業 18,214 ―

ばね事業 10,827 ―

素形材事業 2,624 ―

機器装置事業 1,968 ―

その他の事業 1,032 ―

調整額 (△2,881) ―

合計 31,786 ―

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、2022年３月期第１四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数

値となっており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

（5）資本の財源及び資金の流動性

① 資金需要

当社グループの資金需要のうち主なものは、製品製造のための材料や部品の購入、及び設備投資によるものであ

ります。

② 財務政策

当社グループは、設備投資を厳選して実施することで財務の健全性を保ちながら、営業活動によるキャッシュ・

フロー収入を基本に、将来必要な運転資金及び設備資金を調達していく考えであります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2021年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,709,968 15,709,968
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 15,709,968 15,709,968 ― ―

（2）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当する事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当する事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当する事項はありません。

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年６月30日 ― 15,709,968 ― 10,003 ― 3,684

（5）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（6）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2021年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2021年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

271,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

154,032 ―
15,403,200

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満株式
35,068

発行済株式総数 15,709,968 ― ―

総株主の議決権 ― 154,032 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式53,700株（議決権

537個）及び証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式65株及び役員報酬BIP信託が保有する株式34株が

含まれております。

② 【自己株式等】

2021年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三菱製鋼株式会社

東京都中央区月島四丁目
16番13号

271,700 ― 271,700 1.73

計 ― 271,700 ― 271,700 1.73

（注）上記の自己株式のほか、役員報酬BIP信託が保有する当社株式53,700株を連結財務諸表上、自己株式として処理

しております。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2021年４月１日から2021年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,001 19,112

受取手形及び売掛金 25,612 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 26,478

電子記録債権 4,230 5,148

有価証券 4,000 6,000

商品及び製品 9,735 8,882

仕掛品 5,165 5,956

原材料及び貯蔵品 6,540 6,861

その他 2,339 2,286

貸倒引当金 △25 △25

流動資産合計 76,600 80,701

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,775 8,966

機械装置及び運搬具（純額） 9,559 11,055

土地 13,600 13,900

その他（純額） 6,637 4,654

有形固定資産合計 38,572 38,576

無形固定資産

その他 1,439 1,283

無形固定資産合計 1,439 1,283

投資その他の資産

投資有価証券 10,828 6,572

退職給付に係る資産 3,505 3,564

その他 1,374 1,400

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 15,707 11,537

固定資産合計 55,719 51,396

資産合計 132,320 132,097
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,337 10,967

電子記録債務 2,698 3,493

短期借入金 25,666 25,959

未払法人税等 153 515

役員株式給付引当金 16 17

引当金 68 85

その他 7,158 5,619

流動負債合計 48,099 46,660

固定負債

長期借入金 22,927 22,960

リース債務 2,659 2,327

役員退職慰労引当金 123 69

退職給付に係る負債 10,187 10,367

事業整理損失引当金 256 313

その他 3,293 3,278

固定負債合計 39,447 39,317

負債合計 87,547 85,977

純資産の部

株主資本

資本金 10,003 10,003

資本剰余金 2,714 2,714

利益剰余金 28,668 32,004

自己株式 △1,271 △1,271

株主資本合計 40,115 43,451

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,120 923

為替換算調整勘定 △3,686 △3,411

退職給付に係る調整累計額 △651 △745

その他の包括利益累計額合計 △1,217 △3,233

非支配株主持分 5,876 5,902

純資産合計 44,773 46,120

負債純資産合計 132,320 132,097
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 21,378 31,786

売上原価 19,719 26,903

売上総利益 1,658 4,882

販売費及び一般管理費 3,005 3,286

営業利益又は営業損失（△） △1,346 1,596

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 97 108

雇用調整助成金 313 27

その他 57 46

営業外収益合計 472 186

営業外費用

支払利息 298 282

持分法による投資損失 22 4

為替差損 902 21

その他 35 93

営業外費用合計 1,258 402

経常利益又は経常損失（△） △2,132 1,380

特別利益

固定資産売却益 － 947

投資有価証券売却益 － 3,019

受取保険金 1 －

特別利益合計 1 3,967

特別損失

事業整理損失引当金繰入額 ※１ 48 ※１ 68

特別損失合計 48 68

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,180 5,279

法人税、住民税及び事業税 102 903

法人税等調整額 △144 1,015

法人税等合計 △41 1,918

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,138 3,360

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△139 27

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△1,998 3,333
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,138 3,360

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 356 △2,196

為替換算調整勘定 △981 310

退職給付に係る調整額 △54 △97

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 △1

その他の包括利益合計 △680 △1,985

四半期包括利益 △2,818 1,375

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,509 1,317

非支配株主に係る四半期包括利益 △309 58
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、一部の国内連結

子会社における工事契約に関して、従来は、工事進捗率を合理的に見積ることができる場合には工事進行基準とし、

それ以外の場合には検収基準によっておりましたが、契約毎に履行義務の充足期間を識別し収益を認識する方法に変

更しております。また、輸出販売については、従来は、船積時に収益を認識しておりましたが、顧客と合意した地点

に製品が到着した時点で履行義務が充足されたと判断し、収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど

すべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項ま

た書き（１）に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、す

べての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間

の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は45百万円減少し、売上原価は40百万円減少し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ５百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は５百万円

増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新

たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12

号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約か

ら生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大における会計上の見積りの仮定に関する追加情報）

当社は、前連結会計年度にて新型コロナウイルス感染症の感染拡大による売上減の影響を受けておりましたが、需

要が回復基調にあることや市況等による需要見込みより、売上減の影響は当連結会計年度に一定程度収束すると仮定

しています。

各国の施策により一時的に操業を制限されるなどの影響を受けることが見込まれますが、これらの影響は一時的で

あり、需要自体への重要な影響はないと見込んでいることから、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等の会

計上の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断しています。

なお、この仮定は不確実性が高く、感染拡大の収束が遅延し、影響が長期化した場合には、将来において損失が発

生する可能性があります。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 事業整理損失引当金繰入額

前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

北米連結子会社の生産体制の再編により将来発生する一定期間の在籍を条件に支給する手当について、経過に応じ

て第１四半期連結累計期間に係る部分を費用計上したものであります。

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

北米連結子会社の生産体制の再編により将来発生する一定期間の在籍を条件に支給する手当について、経過に応じ

て当第１四半期連結累計期間に係る部分を費用計上したものであります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

減価償却費 710百万円 888百万円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．配当金支払額

該当する事項はありません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当する事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

該当する事項はありません。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当する事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　 　 　
報告セグメント その他

合計
調整額 四半期連結

損益計算書
計上額 (注3)特殊鋼

鋼材
ばね 素形材 機器装置 (注1) (注2)

売上高
　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 10,445 6,313 2,127 2,136 354 21,378 － 21,378

セグメント間の

内部売上高又は振替高
949 6 23 160 293 1,433 △1,433 －

計 11,394 6,320 2,151 2,297 647 22,811 △1,433 21,378

セグメント利益
又は損失(△)

△484 △1,059 △27 213 17 △1,340 △6 △1,346

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通及びサービス事業等を含ん

でおります。

２．売上高の調整額は、内部取引の調整額であります。セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引

消去等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　 　 　
報告セグメント その他

合計
調整額 四半期連結損益

計算書計上額
(注3)　 　 　 特殊鋼

鋼材
ばね 素形材 機器装置 (注1) (注2)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 16,102 10,817 2,600 1,918 347 31,786 － 31,786

セグメント間の

内部売上高又は振替高
2,112 10 23 50 684 2,881 △2,881 －

計 18,214 10,827 2,624 1,968 1,032 34,668 △2,881 31,786

セグメント利益
又は損失(△)

1,391 △219 298 118 33 1,623 △26 1,596

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通及びサービス事業等を含ん

でおります。

２．売上高の調整額は、内部取引の調整額であります。セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引

消去等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「素形材」の売上高は２百万円減少、セグメ

ント利益は０百万円減少し、「機器装置」の売上高は43百万円減少、セグメント利益は５百万円減少しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

　 　 　 報告セグメント その他
合計

特殊鋼
鋼材

ばね 素形材 機器装置 (注1)

売上高

日本 14,129 4,418 1,581 1,500 347 21,978

北米 － 3,643 87 － － 3,731

アジア 1,972 1,987 720 6 － 4,688

欧州 － 755 210 410 － 1,376

その他 － 12 － － － 12

顧客との契約から生じる収益 16,102 10,817 2,600 1,918 347 31,786

外部顧客への売上高 16,102 10,817 2,600 1,918 347 31,786

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通及びサービス事業等を含ん

でおります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

△129円91銭 216円66銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)

△1,998百万円 3,333百万円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)

△1,998百万円 3,333百万円

普通株式の期中平均株式数(株) 15,384,557株 15,384,430株

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式を「１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）」

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。「１株当たり四半期純利益

又は１株当たり四半期純損失（△）」の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期

連結累計期間53,734株、当第１四半期連結累計期間53,734株であります。

(重要な後発事象)

投資有価証券の売却

当社は、2021年２月25日付の取締役会において、保有資産の効率化及び財務体質の強化を目的に、コーポレートガ

バナンス・コードに基づき政策保有株式の見直しを行ったため、保有する投資有価証券(３銘柄)を売却することを決

議し、2021年７月９日から30日にかけて売却いたしました。

これにより、2022年３月期第２四半期連結会計期間において投資有価証券売却益229百万円を特別利益として計上い

たします。

２ 【その他】

該当する事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年８月11日

三 菱 製 鋼 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 丸 地 肖 幸 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 平 野 礼 人 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱製鋼株式会社

の2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2021年4月1日から2021年6月30日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2021年4月1日から2021年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱製鋼株式会社及び連結子会社の2021年6月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　



・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長執行役員佐藤基行及び当社最高財務責任者永田裕之は、当社の第98期第１四半期（自 2021年

４月１日 至 2021年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


